
第１

第２

第３

第４

第５

第６ 議案第６１号 南あわじ市長等の損害賠償責任の免責に関する条例制定について

第７ 議案第６２号 南あわじ市空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例の一部
を改正する条例制定について

第８ 議案第５９号 令和５年度南あわじ市一般会計補正予算（第３号）

第９ 議案第６０号 令和５年度南あわじ市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

第１０

議案第６３号 灘黒岩水仙郷外構整備工事請負変更契約の締結について

議案第６４号 道の駅うずしおリニューアル工事請負変更契約の締結について

第１１

認 定 第 １ 号 令和４年度南あわじ市一般会計決算の認定について

認 定 第 ２ 号 令和４年度南あわじ市国民健康保険特別会計決算の認定について

認 定 第 ３ 号 令和４年度南あわじ市後期高齢者医療特別会計決算の認定につい
て

認 定 第 ４ 号 令和４年度南あわじ市介護保険特別会計決算の認定について

認 定 第 ５ 号 令和４年度南あわじ市土地開発事業特別会計決算の認定について

第１２１回南あわじ市議会定例会議事日程（第１号）

令和５年８月３０日（水）午前１０時開議

会議録署名議員の指名

議案第６３号、議案第６４号（２件一括上程）

認定第１号～認定第１２号（１２件一括上程）

委員会調査報告

会期の決定

諸般の報告

行政報告



認 定 第 ６ 号 令和４年度南あわじ市産業廃棄物最終処分事業特別会計決算の認
定について

認 定 第 ７ 号 令和４年度南あわじ市国民宿舎事業特別会計決算の認定について

認 定 第 ８ 号 令和４年度南あわじ市広田財産区特別会計決算の認定について

認 定 第 ９ 号 令和４年度南あわじ市福良財産区特別会計決算の認定について

認定第１０号 令和４年度南あわじ市北阿万財産区特別会計決算の認定について

認定第１１号 令和４年度南あわじ市沼島財産区特別会計決算の認定について

認定第１２号 令和４年度南あわじ市下水道事業会計決算の認定について

第１２ 諮 問 第 ３ 号 人権擁護委員候補者の推薦について

第１３ 請 願 第 ２ 号 特定不妊治療に関する請願書

第１４ 請 願 第 ３ 号 少人数学級推進と義務教育費国庫負担制度を堅持するための、
2024年度政府予算に係る意見書採択の請願について



1 淡路人形浄瑠璃後継者団体発表会

(1)

(2)

(3) 全議員

2 南あわじ市子ども議会

(1)

(2)

(3) 全議員

3 いこまどんどこまつり

(1)

(2)

(3) 正副議長

4 淡路地域正副議長会定例会

(1)

(2)

(3) 正副議長

5 認知症サポーター養成講座

(1)

(2)

(3) 全議員

6 門崎砲台の現地説明会

(1)

(2)

(3) 総務文教常任委員派遣議員

派遣議員

派遣場所 道の駅うずしお跡地

期 間 令 和 5 年 8 月 18 日

派遣議員

派遣場所 市役所３０４・３０５会議室

期 間 令 和 5 年 8 月 16 日

派遣議員

派遣場所 淡路広域消防事務組合消防本部庁舎

期 間 令 和 5 年 8 月 10 日

議　 員 　派　 遣　 報　 告　 書

令和５年８月３０日 定 例 会

　　第１２０回定例会より本日までの地方自治法第１００条第１３項及び会議規則第１６２
　条の規定による議員派遣について、次のとおり報告します。

湊地区公民館派遣場所

派遣議員

令 和 5 年 7 月 23 日期 間

派遣場所 議場

期 間 令 和 5 年 8 月 3 日

派遣議員

派遣場所 生駒市たけまるホール及び生駒市役所

期 間 令 和 5 年 8 月 5 日



定 例 会

　（令和５年度）
7 月 1 日

2 日

〃

3 日 ～ 4 日

6 日

7 日

〃

8 日

〃

〃

〃

9 日

12 日

13 日

〃

14 日

委員会室

議会広報広聴常任委員会 委員会室

　　　第１２０回定例会を令和５年６月２７日に閉会しましたが、その後の議会及び議長の
　　活動状況について次のとおり報告いたします。

議　　　　長　　　　報　　　　告

慶野松原海水浴場浜休憩
所

令和５年８月３０日

慶野松原海水浴場海開き神事（議長、
産業厚生常任委員出席）

淡路人形芝居サポートクラブ定例総会
（総務文教常任副委員長）

北阿万地区公民館

神戸ポートピアホテル大阪湾海上交通センター発足３０周年
記念式典及びマリンタクトＫＯＢＥ披
露式（議長）

議会広報広聴常任委員会視察研修（議
長、議会広報広聴常任委員出席）

岡山県美咲町、広島県呉
市

総務文教常任委員会

南あわじ市ふれあい文化芸能祭（カラ
オケ部門）（全議員出席）

中央公民館

南あわじ市連合自治会大会及び地域づ
くり大交流会（議長出席）

ホテル＆リゾーツ南淡路

南あわじ市青少年健全育成市民会議
（全議員出席）

中央公民館

阿万海岸海水浴場海びらき（議長、産
業厚生常任委員出席）

阿万海岸海水浴場

南あわじ市小学生相撲大会（副議長出
席）

阿万小学校

議員協議会 議員協議会室

東播・淡路市議会議長会定例会（正副
議長出席）

ネスタリゾート神戸

委員会室

南あわじ市ふれあい文化芸能祭（芸能
部門）（全議員出席）

中央公民館

議会運営委員会

議会広報広聴常任委員会

委員会室



〃

〃

18 日

〃

19 日

20 日

〃

21 日

23 日

〃

24 日 ～ 26 日

25 日 ～ 27 日

27 日

28 日

29 日

30 日

31 日

8 月 3 日

洲本商工会議所淡路政経懇話会７月例会（副議長出
席）

兵庫県市町村職員年金者連盟南あわじ
支部大会（議長出席）

うめ丸

南あわじ市議会議員研修会（全議員出
席）

市役所３０４・３０５会
議室

兵庫県市議会議長会総会（正副議長出
席）

淡路夢舞台

兵庫県連合自治会総会（総務文教常任
委員長出席）

ホテル＆リゾーツ南淡路

全国過疎地域連盟兵庫県支部総会（総
務文教常任副委員長出席）

兵庫県土地改良会館

南あわじ市女子ソフトボール大会（議
長出席）

市役所３０４・３０５会
議室

三原健康広場グラウンド

淡路人形浄瑠璃後継者団体発表会（全
議員出席）

湊地区公民館

産業厚生常任委員会管内視察（議長、
産業厚生常任委員出席）

産業厚生常任委員会

道の駅うずしお跡地

委員会室

３市合同広報広聴交流会（議長、議会
広報広聴常任委員出席）

議員協議会 議員協議会室

議会運営委員会視察研修（議長、議会
運営委員出席）

北海道登別市、苫小牧
市、新ひだか町

近畿市町村広報紙セミナー（議会広報
広聴常任委員出席）

委員会室

淡路議会議員研修会（全議員出席） 淡路市防災あんしんセン
ター

南あわじ市子ども議会（全議員出席） 議場

兵庫県人権教育研究大会淡路地区大会
（副議長出席）

淡路市ふるさとセンター

南あわじ市まとい会総会（副議長出
席）

松葉寿司



4 日

5 日

8 日

10 日

〃

16 日

〃

17 日

18 日

22 日

〃

23 日

〃

25 日

〃

26 日

28 日

〃 議会広報広聴常任委員会 委員会室

アジア太平洋フォーラム・淡路会議
（副議長出席）

淡路夢舞台国際会議場

生駒市たけまるホール及
び生駒市役所

いこまどんどこまつり（正副議長出
席）

認知症サポーター養成講座（全議員出
席）

市役所３０４・３０５会
議室

門崎砲台の現地説明会（総務文教常任
委員出席）

道の駅うずしお跡地

兵庫県市議会議長会対国要望（議長出
席）

都市センターホテル

総務文教常任員会 委員会室

淡路広域団体議会議員協議会 淡路広域消防事務組合消
防本部庁舎

淡路地域正副議長会定例会（正副議長
出席）

淡路広域消防事務組合消
防本部庁舎

議会運営委員会 委員会室

淡路広域消防事務組合消
防本部庁舎

議員協議会 議員協議会室

産業厚生常任委員会 委員会室

サイドブックス利用者講習（全議員出
席）

兵庫県加古川市議会視察受入（議長出
席）

委員会室

南あわじ市政友会総会（議長出席）

南あわじプロモーション室との意見交
換会（議長、議会広報広聴常任委員出
席）

うめ丸

議員協議会室

議員協議会室

兵庫県後期高齢者医療広域連合議会定
例会

淡路広域団体議会定例会

センタープラザ



令和５年８月30日

市 長 守 本 憲 弘

教 育 長 浅 井 伸 行

総 務 企 画 部 長
兼 総 務 課 秘 書 室 長

木 田 博 仁

総 務 企 画 部 付 部 長 （ 企 画 担 当 ）
兼市長特別補佐（子育ての喜びが
見 え る ま ち づ く り 推 進 調 整担 当 ）

家 田 和 幸

危 機 管 理 部 長
兼 市 長 特 別 補 佐
（ 団 体 と の 連 携 推 進 担 当 ）

西 岡 義 文

市 民 福 祉 部 長 ( 総 合 調 整 担 当 ）
兼 総 合 窓 口 セ ン タ ー 課 長

　 西 庄 登

市 民 福 祉 部 付 部 長
（ 福 祉 担 当 ）

齋 藤 浩 二

産 業 建 設 部 長
（ 農 林 ・ 農 地 ・ 総 合 調 整 担 当 ）

和 田 昌 治

産 業 建 設 部 付 部 長
（商工観光・水産 ・教育連携担当）
兼 市 長 特 別 補 佐

川 上 洋 介

産 業 建 設 部 付 部 長
（ 建 設 ・ 下 水 道 担 当 ）

首 藤 健 一

教 育 委 員 会 教 育 次 長
（ 学 ぶ 楽 し さ 日 本 一
推 進 担 当 ）

福 田 龍 八

総 務 企 画 部 副 部 長 （ 総 務 担 当 ）
兼 総 務 課 長

中 村 尚 之

市 民 福 祉 部 副 部 長 （ 環 境 担 当 ）
兼 環 境 課 施 設 整 備 室 長

廣 内 繁 一

地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席する者の職氏名



産 業 建 設 部 副 部 長
（ 建 築 技 術 ・ 都 市 政 策 担 当 ）

井 上 拓 也

会 計 管 理 者 兼 会 計 課 長 森 山 雅 生

教 育 委 員 会 教 育 次 長 補
兼 学 校 教 育 課 長
（ 学 校 教 育 指 導 主 事 ）

上 原 泉



 

（ 公 印 省 略 ） 

令和５年８月３０日 

 

 

南あわじ市議会 

議長 長 船 吉 博 様 

 

 

                       総務文教常任委員会 

                        委員長 土 井  巧 
 

 

委 員 会 調 査 報 告 書 

 

 

第１１５回南あわじ市議会臨時会において総務文教常任委員の選任が行われて以後、

開催された所管事務調査の経過及び結果を会議規則第１０８条の規定により、別紙の

とおり報告いたします。 

 

 



 

調  査  概  要 

 

１ 調査事件 

（１）市の総合的企画、調整について 

（２）行財政計画について 

（３）市有財産の維持管理と財源の確保について 

（４）情報化の推進について  

（５）離島振興対策について 

（６）国際交流及び友好市町の調査について 

（７）人権施策について 

（８）消防・防災対策の推進について 

（９）教育の充実、文化・スポーツの振興と関係施設の整備について 

（10）青少年の健全育成について 

（11）選挙管理委員会、監査委員、固定資産評価審査委員会に関すること 

 

２ 調査の経過 

令和４年１１月２１日、第１１５回南あわじ市議会臨時会において、総務文教常任

委員の選任が行われ、以後、６回にわたり委員会を開催し、所管事務調査を行った。 

調査事項について現状を把握するため、先進的取り組みを行っている関係団体へ管

外調査を３日間にわたって実施した。また、「より深い議論」を目的として、引き続き、

質問の事前通告制を取り入れ議論を深めた。 

 

 

（１）所管事務調査のため開催した委員会 

  令和５年１月２５日、２月２０日、３月１６日、４月５日、７月６日、８月８日 

 

（２）管外調査 

  令和５年５月２２日～２４日 

   ○沖縄県那覇市 

・デジタル化施策について 

   ○沖縄県名護市 

・公共施設等総合管理計画について 

・小中一貫校について 

○沖縄県宜野湾市 

・津波防災地域づくりについて 

・地域づくり事業について 



 

３ 調査の結果 

（１）市の総合的企画、調整について  

自治会運営について、できるだけ若い方や多世代にわたって交流ができるように計

画をすること、及び自治会への加入を促進するように、利用しやすい補助、支援を出

していただきたいとの意見がありました。 

高齢者等元気活躍推進事業について、南あわじ市が先進地という認識を持っている

がより成果を上げて、全国から注目されるような事業としてほしいという意見があり

ました。 

ふるさと応援寄附金について、南あわじ市は返礼品になる物が豊富にあるので返礼

品のメニューを増やして、寄附金が淡路島内で一番になるように頑張っていただきた

いとの意見がありました。 

 

（２）行財政計画について 

   市の職員の給与規定について、ラスパイレスの関係も含めて、今、公務員の給料を

上げていくということは、逆に地域経済にとってプラス効果があるというふうに言わ

れている。南あわじ市の最大の組織である市の職員の給与体系というのは、経済に与

える影響も大きい。そういう角度から、規則どおりの準用をしっかりやっていただく

ことを求めておきたいとの意見がありました。 

 

（３）市有財産の維持管理と財源の確保について 

不要な市有財産について、はっきり分かっているのだから、年次的に、一個一個整

理していく。行政の責任として、年次的な計画を立てて、進めていってもらいたいと

の意見がありました。 

 

（４）情報化の推進について 

  高齢者等デジタル利用促進について、老人クラブでもＳＮＳ等を使った情報交換を

しており、分からない人はどんどん取り残される。また、地域の集会も減ってきてい

る。今後の取組として高齢者スマホ相談等の事業を地域単位に広げていくことが、必

要になってくるかと思う。この事業をＰＲして、コミュニケーションをするツールと

して、簡単な操作を覚えて、楽しみになるような取組をしていただきたいとの意見が

ありました。 

  

（５）離島振興対策について 

沼島の離島振興計画について、今年度から新たに１０年間運用していくことになる

が、今後大型物資の輸送をどうしていくかという問題がある。その件について市とし

て支援を考えていってもらいたいとの意見がありました。 

 

（６）消防・防災対策の推進について 

  地震対策について、南海トラフ地震が起こると、関連死者数が７万人にも及ぶと言



 

われてが、この７万人を減らすためには、避難所の環境を良くしなければならないと

言われている。特に、冬季とか夏季などの避難所の温度管理というのが、市としても

配慮しなければならないのかなというように思う。避難環境に関して対策が必要であ

るとの意見がありました。 

  防災訓練について、自治会単位で防災訓練というのは実際訓練をする事は、おっく

うに思う方もいるので、自主防災組織の責任者数名と消防団とで、体を動かさずにタ

ブレットとかマニュアルとかを使ってのシミュレーションでの防災訓練というのをや

っていっておけば、実際のときにはそれが役立つのではないかと思うので、そういう

ことも念頭に入れてほしいとの意見がありました。 

 

（７）教育の充実、文化・スポーツの振興と関係施設の整備について 

  郷土の様々な社会的に貢献された偉人教育について、地域に対する愛情、誇りなど

を育てていくために、もう一歩掘り下げて厚みのある地域教育、地域に対する理解と、

地域に育った人々の誇りというものを育てるような教材づくりや事業をぜひ進めてほ

しいとの意見がありました。 

  部活動の地域移行について、分かりやすく取り組みやすく、保護者や生徒がどうい

うことを心配しているのか、教える方は気持ちよく受け入れていただいて、生徒も気

持ちよく通われるというふうな体制づくり、どこに通えばよいか思い悩んでいるとい

う声もあるので、そういう声を聞きながら、うまく対処していただいて、潤滑に進め

ていく方法を取ってほしいとの意見がありました。 

  自転車乗車のヘルメットの着用に関して、小中学校への着用の指導はあるが、高校

生にもヘルメットの着用の周知を広めてほしい。また、広報、ケーブルテレビ等で啓

発をもっとしていってもらいたいとの意見がありました。 

 

（８）青少年の健全育成について 

  消費生活センターについて、成人年齢が引き下げられ、１８歳、１９歳の若年層の

方々が契約できるようになり、トラブルに巻き込まれることもあるように聞く。市民

にとっては、警察も含めて、消費生活センターが安心のよりどころとなっていると思

うので、これからも市民に寄り添った対応をお願いしたいとの意見がありました。 

  

（９）選挙管理委員会、監査委員、固定資産評価審査委員会に関すること 

選挙ポスターの掲示について、選挙ポスターの掲示板は木材製であるが、アルミ製

を使って、リユースできる取組をしているところもあると聞くので、ＳＤＧｓの観点

からもどちらが効果的かいろいろ検討していただきたい。また、貴重な公費を使って

の選挙ポスターの掲示であるので、多くの方に見ていただける、そういった場所の選

定をこれからも取り組んでいただきたいとの意見がありました。 



（ 公 印 省 略 ）  

令和５年８月３０日 
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委 員 会 調 査 報 告 書 

 

 

第１１５回南あわじ市議会臨時会において産業厚生常任委員の選任が行われて以後、

開催された所管事務調査の経過及び結果を会議規則第１０８条の規定により、別紙の

とおり報告いたします。 

 



調  査  概  要 

 

１ 調査事件 

（１）税の賦課徴収について 

（２）生活環境の整備推進について 

（３）福祉対策について 

（４）介護保険と高齢化社会対策について 

（５）医療体制と健康づくりの推進について 

（６）商工業及び観光の振興について 

（７）農業振興の推進について 

（８）水産振興の推進について 

（９) 都市整備事業の推進について 

（10）下水道事業の推進について 

（11）農業委員会に関すること 

 

２ 調査の経過 

令和４年１１月２１日、第１１５回南あわじ市議会臨時会において産業厚生常任委

員の選任が行われ、以後、４回にわたり委員会を開催し、所管事務調査を行った。 

また、調査事項について現状を把握するため、先進的取り組みを行っている自治体

への管外調査を３日間にわたって実施した。 

 

（１）所管事務調査のため開催した委員会 

  令和５年１月２３日、４月２５日、７月２０日、８月１７日 

 

（２）管内調査 

  令和５年２月１６日 

  〇南あわじ市斎場 桜花の郷 

   ・施設の現地調査 

  令和５年７月２０日 

  ○道の駅うずしお 

   ・建設予定地の現地調査 

 

（３）管外調査 

  令和５年５月１５日～１７日 

  ○山形県尾花沢市 

   ・尾花沢牛の振興について 

  〇宮城県栗原市 



   ・子育て支援について 

  〇宮城県石巻市 

   ・水産振興について 

  ○宮城県名取市 

   ・かわまちてらす閖上について 

    

 

３ 調査の結果 

（１）生活環境の整備推進について 

資源ごみの分別について、各家庭にゴミ収集カレンダーが配布されているが、細

かな分別方法について、文字が小さくわかりにくい。もっと分別がしやすいように、

ごみステーションに分別の方法を記した看板を設置するなど、誰でもわかるような

工夫をしていただきたいとの意見がありました。 

 

（２）福祉対策について 

令和２年度以降、コロナ禍あるいは物価高騰等に対する「特別定額給付金」など

の経済支援策が実施されてきたが、どの支援策も給付率は１００％に達していない。

市は対象世帯へ通知を発送後も、広報やホームページなどにも情報を掲載している

が、未申請世帯へ再通知や民生委員、ケアマネージャーなどと協力するなどして、

必要な世帯へ確実に給付金を届けてほしいとの意見がありました。 

 

（３）介護保険と高齢化社会対策について 

   今年度から新設された地域包括支援室では、市民生活において、「現行の体制では

支援しきれない複雑化・複合化した問題」や「支援が必要にもかかわらず様々な要

因で支援に繋がっていない事例」に対応をしている。家庭への調査は、個人情報の

こともあり、難しいところではあるが、庁内や関係機関と連携をして、きめ細やか

な対応をお願いしたいとの意見がありました。 

   フレイル外来事業について、高齢者の在宅生活や自立生活を支える一環として、

加齢による心身の衰えが予防できるよう事業を進めていっていただきたいとの意見

がありました。 

   

（４）医療体制と健康づくりの推進について 

   市で管理している複数の温浴施設について、赤字運営や老朽化など問題はあるが、

施設にはそれぞれの魅力があり、存続をお願いしたいとの意見がありました。 

 

（５）商工業及び観光の振興について 

   南あわじ市サイクリングターミナルについて、宿泊施設やテニスコート、体育館

などのレクリエーションの拠点としてだけでなく、地域も活性化するよう、検討し



ていってほしいとの意見がありました。 

２０２５年に控えている大阪・関西万博において、淡路瓦を使用するなど地域の

活性化に繋がるようなＰＲをしていただきたい。また、会場から当市への航路や公

共交通機関を整備し、道の駅うずしおや灘黒岩水仙郷などへ観光誘客をしていただ

きたいとの意見がありました。 

大鳴門橋記念館やうずまちテラス周辺は、連休などになると大渋滞する。道の駅

うずしおが、リニューアルオープンすれば、ますます混雑が想定される。現在、福

良周遊無料シャトルバスの便数を増やしたり、大鳴門橋記念館に入る左折レーンの

設置を要望したり対策を講じているが、観光客が渋滞に巻き込まれ、満足度が下が

ることのないように早急な対応を要望するとの意見がありました。 

各海水浴場の救護用の物品について、商工観光課から新品の浮き輪やライフジャ

ケットを配付してくれているが、救護担架などの物品が老朽化してないか、衛生的

か点検してもらいたいとの意見がありました。 

 

（６）水産振興の推進について 

令和４年度から始まった漁師プチ体験について、当市でも漁業者数は減少してお

り、この体験を通し、就業に繋がるよう継続してほしいとの意見がありました。 

 

（７) 都市整備事業の推進について 

南あわじ市のため池について、約１，６００か所あり、そのうち防災重点農業用

ため池が約２９０か所、要早期改修の判定を受けているため池が約１９０か所ある。

今後１０年間で約６２か所を改修する予定であるが、災害防止を重点に置き改修を

やっていただきたいとの意見がありました。 

   公園の草刈りや遊具の修繕について、子どもが喜んで遊べる公園を目指して、公

園の管理や遊具に不具合が出たときの早急な対応をしっかりとやっていただきたい

との意見がありました。 

 

 



南あわじ市議会

議長　長　 船　 吉　 博　様

南あ七生匹第 ３２号

令和５年８１ ２８日

南あわじ市Ｋま委員　 四　 官　 章　博

南あわじ市襤圭委員　印　 部　 ぺ　信

南あわじ市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例執定に係る意見について

令和 ５年 ８ｙｘ　２３　日イ才け南あ議会見第 １０８倚で求めのあった意見については、次のとおり です。

記

今回添付のあった令和 ５年第１ ２１ 回南あわ じ市議会に提ｍ予定の南あわじ市長等の損害賠償責任の一

部免責に関する条素案のｌ大｜容を確認 した とこ ろ、 筒象 とな る者の範囲、 賠償の｜｜度額等の規定内容は覧

力自 治法第２４３ 条の ２の政令で定める嵬準 とヌ一の ものであ り、 回条の趣回に違背する ものではないこ

とか ら、 本案件が内容に変更等がなく提出される場合において、特段の異論はあ りません。

Ｓ庫県‾
うじ 市ｌｊ
””－〃．Ｊ

５， ８， ２８



1 番 大 江 幸 司

2 番 熊 田 司

3 番 阿 部 守

4 番 谷 口 博 文

6 番 土 井 巧

7 番 蔭 山 順 子

8 番 久 米 啓 右

9 番 原 口 育 大

10 番 中 村 三 千 雄

11 番 吉 田 良 子

13 番 北 条 志 津 子

14 番 廣 内 孝 次

15 番 長 江 和 代

16 番 木 場 徹

17 番 蛭 子 智 彦

第　121　回　定　例　会

決算審査特別委員　（案）



第１ ２１ 回　南あわじ市議会定例会

請　 願　 ズ　 書　表

受　ミ　番　号 第２号

受ミ 年Ｊミｊ日 令和 ５年 ６天ｊ２ ０日

件　　　　　名 特定不妊治療に関する請覧害

請願 の要回 別紙写しのとおり

請鼈者の住所

‾反　び　瓦　竡 ＳＩ」所　工Ｅ俊

繩介 議員 賂口　博文、Ｋ部　守

付託 委員会 産業厚生常任委員会



特定不朧治療に関する 請願 （險嶐）書

南あわじ市議会議長　長船　吉博　様

令和　 ５　 年　 ６　 万　 １６　日

請願 （４哄精？）者

住所

丿天も　緊　所　ｉＥ　俊

紹介議員

Ｊ＝腿・ かりず
鵈奨

請願 （１東情）のＳａ （れＪ市県議会・Ｊをへも縦ｍ しま す）

２０ ２２ 年４ ｙｊ より 、不妊治療の保険適ＭＩ（年齢制限 ４３ 歳未満） が始 まり まし た。 この

為「特定ンｆ４モ治療Ｒ力成緊度」 （年齢市１１ ４３歳未満） が廃止と な、りま した。

私ど もはバ宋険ａＨｊ の年ほかＩＲをＳ えて いる （現在４ ５歳）の で、 ‾ｔ在自 費甎担で胞療を

受けてお りま す。 この年齢では、出産にｙる割合が低いこ とは、よ く解っているのですが、

どう して もあ きら められず治療を受けて いま す。

この まま 自鵞と甎をてこの治療は、 ａ濟自り にも厳し くどこまで続けら れるか不安な為、 請願

（狒菜） する ものです。

よって、 下記事項を要望します。

記

ま勦、（｜東恰） の項目

１． 特え不妊治療 に・ した９用 の一Ｓを 年齢に制 Ｓ！ なく 助成 して ほし い。

２、 年齢等で保険適■を受ける こと ができない者に、 自治体独自の助成をしてほ しい。

ぶ



第１ ２１ 回　 南あわじ市議会定例会

請　 願　 ズ　 書　表

受理 番号 第３号

受理 年Ｊ］日 令和 ５年 ８ナｊ４日

件　　　　竡

少人牡牛級推崔と義務教育費目本員祖制度を堅持

する だめの、 ２０２４ 年度效府予算にイ鼻る意見書採択

の請願について

請願 の要回 別紙写しのとおり

請願者の 住所

及び 瓦名

４

南あわじ教職員組合　執行娶員長　倉本　罷

紹介 議員 印部　大信、蔭 ロ」 順子

付荒 委員会 総務文教常任委員会



南あわじ市議会議長

長船　吉博様

請　願　書

南あわじ教職員敬合

執行委員長　倉本

Ｍ丱議雍浙外海
ルレ首ミヂ

少人数学級推進と義務教育費国庫負担制度をＥ持するための、

係る意見書採択の請願について

２０２４ 年度政府予算に

く請願趣旨・ ３ＥＩ　包Ｔン

２１ 年の法改ｊ］Ｅに より 、小学校の学級編制標準は段階的に ３５ 人にづ｜ き下げられる ものの、

今後は、 小学校に留ま るこ とな く、 中学校・ 高等学校でのタ、期実施も必要です。加えて、き

め細かい教育活動をすすめ るためには、 さら なる学級編制標準のり ｜き 下げ、夕人数学敬の実

現が必要です。

学校現場では、貧困・ いじ め・ 不を校な ど解決すべきａＭがＬＬｊ積してお り、 子ど もた ちの ゆた

かな学び と育ちを保障する ため の、 教材研究や授業準備の時間 を十万に確保する こと が篤難な状

況と なっています。ゆたかな学びと育ち、学校の働き方改革を実祖するためには、加髱教員の増

員や夕数職種のＲＲ増など教職員定数改善が不ｊｌ欠 です。

一方、厳 しい財政状況の中、独 自財源に より 人的措置等を行っ てい る自 治体 もあ りますが、自

治体間の教育４き差が生じるこ とは大きな問題です。 義務教育費国庫負担ホｌへ度については、２００６

年に国庫負担率が２分の１ から ３分の１ にち＼き下げられました。 国の施策として定数改善にむけ

た財源保障を し、 子ど もた ちがをｍのど こに住んでいても 、一定水準の教育を受 けら れる ことが

憲法上の９請です。ゆたかな子 ども の学びを保障する ための条件整備は荐‾覡欠です。

こう した観点から 、２０２４年度政府予算編成において下耻事瑕が実現 されるよ う、 ｔ力 自治ま
ヽ

第９９条の規定に もと づき 国の 関ｇ機関への意ｊｌ書をぼ１を請願いた しま す。

記

１． 中学校・ 高等学校での ３５ 入学敬をＪｉｔ急に実施するこ と。 また、さ らなる少人数学級につい

て検討するこ と。

２， 学校の働き方毎、革・ 長： １１皿労働脊ＸＥを実祖するため、 加髱教祖の増只や夕数職種のＥＩ増な

ど教職員定数改善を推まするこ と。

３． 自治体で、国の学級編制標準よ りり［き 下げた「字眼編覿Ｊｉ準の９力蝎皿」の実施ができる

よう 、加Ｅの削減はお こな わな いこ と。

４． 教職員未Ｅ置問題の解消にむけ、あ９な財政措置を講じ、 人材確保に努める こと。
５． 新卒者の就業機会や教職員の年齢構成のバラ ンスの確保等の観か、を十分に考慮 し、 すべての

自治体で定年り｜ き上げ期戛申に教職員の安定ＭＪな新規採ＪＩＩ ができる よう 、定数加Ｒ措置をはじ

めと しため要な財政措置を講ずるこ と。

６． 教育の機会がＪ等 と水準の維持ゆ］上をはかるため、 ｊｉ方財竈を確Ｗこした上で義務教育澂国庫負

担制度をぼ持する こと。

２０２３

凱卒ギ
ｂレ聯こ
ー～ 一一

５， 刪　４

付
日



意見書案第

衆議院議長

参議院議長

内閣総を大臣

財務大目に

総務大氈

文部科学大臣

号

あて

南あわじ市議会議長 長船　吉博

に　　　　　　 専人数学級推まと義務教育教国庫負担鼈度のまｔなに｛示る意見書案
●－

２１ 年の法改モに より 、小学校の学級編制標準は段階的に ３５ 人に ち＼き下げられる ものの、 今後は、小

学校に留まる こと なく 、中学校 ・高・学校でのタ、期実施も必・です。 加え て、 きめ細かい教育き動をす

すめるためには、 さら なる学級編制標準のり ｜き 下げ、少人数学級の実現が必要です。

また、２０２０年 ７Ｊ］３ 日を国知事会、を国市長会、を国ｐｌ］「村会は 「新 しい時代の学びの環境整備に向け

た緊急提言」 において少人数学級や教員確保を文部科学大臣に要請 していま す。 萩生 口］ 前ｊＣ科大臣 も、

改ｊＥ義務標準法にかかわる国会答弁の 中で、３Ｑ人学級や中 ・高における夕人数学級の必・性についても

言及 しています。　　　　　　　　　　 １　 、　　　　　　　　　　　　　　㎜　㎜

学校現場では、貧鴇ヽいじめ・ ンドを校など解決すべきほ題が ロ』積してお り、 子どもたちのゆたかな

学び と育ちを保障する ため の、 教材研究や授業準備の４回 を十万に確保する こと がｌｉｌ難な状況 となっ

ています。ゆたかな学びと 育ち、学校の働き ｊ＝ｊ改革を実祖する ため には、加秘教員の増員や夕数職８１

の髱置増など教職員定数改善が万ご罵恢です。

一方、厳 しい財政状況の中、独 自財源に より 人的措置等を行っ てい る自 治体 もあ りますが、自 治体間

の教育格差が生じ るこ とは大き な問鼈です。 義務教育費日１庫負担市ｌｌ度について は、 ２００６ 年に国庫負担率
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／

が２ 分の １から３ 分の １に り｜ き下げられま した。国の施策と して定数改善にむけた財源保障をし、子ど

もたちがをｍのどごに住んでいても、一定水準の教育を受けられる こと が憲伍上の９請です。 ゆたかな

子ど もの学びを保障するた めの条件整備は不鳫裝です。

よっ て、 国台八び政府におかれては、ｊｉ方教育ｆｉ畋の実情を十むに認識され、ｔ方自 治体が計画的に

教育行政をまめること ができる よう に、 下記の措置を講じ られるよ う強くＸ請します。

記

１． 中学校・ 高等学校での ３５ 人学級を早急に実施するこ と。 また、さ らなる少人数学級について

検討する こと。

２． 学校の働き方改革 ・長時戛労働是ｊＥを実現するため、加配教員の増員や夕数職種のＥ置増など

教職員定数改善を推進する こと。

３． 自？台体で、 国の学級編制標準より り｜ き下げた ［学級編制ｔ準の弾力的運ＪＩ］」 の実施が でき るよ う、

加髱の削減はおこなわないこと。　　　　 犬　　　犬

４． 教職員未配置問題の解消にむけ、必要な財政措置を講 じ、 人材確保に努める こと。

５． 新卒考の就Ｗ宍教鶏旅の年齢構成のバラ ンスの確保等の観瓠を十ぶこ為慮し、すべての自治湊

で定年り ｜き 上げ期鶚申に教職員の安定的な新規採Ｊ１１ ができる よう 、定数加Ｅ措・をはじめと した必

要な財政措置を講ずる こと。



６。 教育の機会だＪ等と水準の維持向上をはかるため、Ｊき方財政を確縦した上で義務教育費鴇庫負担執

度をほ持する こと。

な上、地方自治法第９ ９条の規定により 意見書を提出いた します。


